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(出所）経済産業省「商業動態統計」 
 
 

○弱さが際立つ 

経済産業省から発表された３月の小売業販売額は、前年比▲9.7％（コンセンサス：同▲7.5％、レンジ：

同▲8.9％～▲5.7％）とコンセンサスを下回る結果となった。2014 年３月は消費税率引き上げ前の駆け込み

需要によって大幅増加となったことから、その裏が出る形で前年比では大幅なマイナスとなった。もっとも、

季節調整値でみても、前月比▲1.9％と大幅減少した。物価上昇の影響を除いた実質小売業販売額1（実質化、

季節調整は当社）でみても、前月比▲0.9％と弱さが目立つ。小売業販売額はこれまで、緩やかながらも改善

基調にあるとみていたが、足元では軟調な推移となっている。 

業種別に名目季節調整値をみると、好天や外国人売上高が追い風となった「各種商品小売業」（前月比＋

0.4％）が辛うじて前月比プラスとなったが、それ以外の業種は減少しており内容も良くない。特に減少が目

立ったのは「自動車小売業」（同▲6.0％）だ。３月の新車販売台数（季節調整は筆者）は横ばい程度に留ま

っていたものの、商業動態統計では大きな減少となった。「飲食料品小売業」（同▲1.4％）は駆け込み需要

の反動減を除けば、2011 年８月以来の落ち込み幅だ。チェーンストア統計の食料品販売額は強めの結果だっ

たほか、百貨店の飲食料品販売額もそこまで悪い結果だったわけではなく、今月の急減にはやや違和感があ

る。急減した２業種については、来月以降の動向を注視する必要があろう。なお、３月については卸売業、

小売業ともに前月比マイナスだが、商業販売額はプラスとなっており、昨年３月の振れが大きかったことも

あり、季節調整が上手くかかっていない可能性がある。他方、「燃料小売業」（同▲0.8％）は５ヶ月連続の

減少となったものの、原油価格の下げ止まりを受けて底打ちしつつある。 

１－３月期の小売業販売額は前期比▲2.1％と減少した。ガソリン価格などの低下の影響による面があるも

のの、実質小売業販売額でみても同▲1.2％と減少しており期待外れの結果だ。家計調査の結果を待つ必要は

                             
1 物価については、消費者物価指数（全国）の３月分はまだ公表されていないため、東京都区部の数値を参考に仮置きした。 
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2014 1月 4.4 1.8 4.4 2.8 4.4 1.6 0.7 0.0 3.3 ▲ 1.8 ▲ 0.1

2月 2.5 ▲ 1.8 2.0 ▲ 1.6 3.6 0.1 2.4 1.4 2.9 0.6 0.9
3月 8.5 7.0 7.5 4.0 11.0 6.5 17.0 16.2 25.3 11.1 2.8

4月 ▲ 3.4 ▲ 10.3 ▲ 3.0 ▲ 9.4 ▲ 4.3 ▲ 13.4 ▲ 6.0 ▲ 6.7 ▲ 9.9 ▲ 5.1 ▲ 0.3
5月 ▲ 1.0 2.6 ▲ 1.3 2.0 ▲ 0.4 3.8 ▲ 0.5 ▲ 1.2 ▲ 1.9 ▲ 0.8 1.3

6月 ▲ 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.6 0.9 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 2.3 ▲ 1.5 0.2
7月 0.1 0.6 ▲ 0.1 0.9 0.6 0.6 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.7 0.8
8月 ▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 2.8 ▲ 0.5 1.2 1.2 2.8 1.6 2.0 1.4 ▲ 0.3

9月 1.6 2.8 1.3 1.7 2.3 1.7 1.7 0.5 1.8 0.0 0.9
10月 0.3 ▲ 0.9 ▲ 0.1 0.0 1.4 ▲ 0.6 1.0 0.0 0.2 ▲ 0.1 1.1

11月 ▲ 2.7 ▲ 1.6 ▲ 4.1 ▲ 0.8 0.5 0.0 1.9 1.1 1.5 0.9 0.6
12月 ▲ 1.4 0.8 ▲ 2.0 0.1 0.1 0.0 0.7 0.1 0.6 ▲ 0.2 0.9

2015 1月 ▲ 2.7 0.5 ▲ 3.1 2.3 ▲ 2.0 ▲ 1.9 0.6 0.0 ▲ 0.4 0.2 1.6
2月 ▲ 3.3 ▲ 2.4 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 1.7 0.7 2.0 1.3 3.5 0.2 0.8
3月 ▲ 8.5 1.4 ▲ 7.9 ▲ 1.2 ▲ 9.7 ▲ 1.9 ▲ 12.3 ▲ 13.0 ▲ 17.7 ▲ 10.1 ▲ 0.6
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あるが、１－３月期の個人消費には期待できないだろう。 

○消費者マインドは改善傾向が続く 

 先行きについては、消費を取り巻く環境は明るさを取り戻しつつあり、今後の消費が腰折れするとまでは

みていない。個人消費に大きな影響を与える消費者マインドをみてみると、改善傾向が続いている。３月消

費動向調査によると、消費者態度指数は前月差＋0.8pt と４ヶ月連続の改善となった。内訳をみても、「暮

らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」がそれぞれ改善しており内容

も良好だ。ガソリン価格の低下などを背景に家計の負担感が和らいでいることが影響しているとみられる。 

 消費者マインドには明るさが出てきたことに加えて、雇用の改善が続いていることや４月以降は春闘を受

けた賃金の増加が期待できるなど、消費を取り巻く環境は改善しつつある。こうした要因が下支えとなるこ

とで、個人消費には徐々に明るさが出てくるだろう。 
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（注）実質小売業販売額指数の実質化、季節調整は第一生命経済研究所

（出所）経済産業省、総務省
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